


商標権は各国ごとに取得する必要があります 

ジェトロへ 
ご相談 
下さい 。 

商標権は誰よりも早く、遅くとも輸出前には出願を！ 

　商標権は、登録した国でのみ有効なため、各国ごと登録を受ける必要があります。 
　⇒日本だけでなく、輸出やニセモノ対策を検討している国ごとに出願を！ 

独り占めは、最初に出願・登録した人だけの特権 

　商品やサービスに使用するマーク（文字、図形、記号、立体的形状、これらの組み合わせ等）は、
商品・サービスの区分ごとに、他者が先に出願した商標と同一または類似でない限り、早い者勝ちで
商標権を取得することができます。 
　中国では、「カタカナ」「平仮名」は図形に分類され、漢字とその読み（併音）は非類似と判断さ
れますので、商標権は、使用する表記形態ごとに取得する必要があります（漢字、アルファベット等）。 
　登録後、他者に同一または類似の商標を無断で使用された場合には、差止・損害賠償等を請求でき
ます。⇒裏を返せば、登録しなければ独り占めできないのです（例外あり）。 

悪気がなくても侵害者になり得る 
　輸出品について、輸出国で他者がすでに権利をもっている場合があります。 
　⇒輸出計画がある国において、関係する他者の権利がないかどうか、公報やデータベースを検索し
たり専門家に依頼するなどして、事前に調査を行うことをお勧めします。 

本物がニセモノに、ニセモノ扱いされる？ 

　昨今、日本企業の商品名・企業名等の権利が、海外で第三者によって先に出願・登録される例が多
くみられます。国によっては、外国の地名についても、公衆に知られていない場合には登録されるこ
とがあります。例えば中国では、すでに複数の日本の地名が登録されています。 
　本来権利を受けるべき「本家本元」企業であっても、第三者に取得されたブランド名を使えば相手
方の権利を侵害する恐れがあり、使用を中止せざるを得ません。 
　異議申立や権利無効の申立が可能な場合もありますが、立証の困難性や手続費用、無効が確定する
までの手間暇を考えると、自ら先取しておく方が確かでコスト安です。 
　⇒商標権は、誰よりも早く出願を！ 

実際に出願するには？ 

　多くの国では、当該国に居所または営業所をもたない外国人・外国企業は、特許・法律事務所など
の法定代理人に出願行為を依頼しなくてはならないと定めています。 
　国によっては、法律事務所を選ぶ際、日本で得られる信用情報が少なく、やりとりの際も各国ごと
の制度･事情の違いや言語が壁となることがあります。そんなときは、手数料はかかりますが、日本
の法律事務所や企業に、複数国にまたがる権利の管理や外国代理人との連絡の窓口となってもらうの
も一手法です。 
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